
 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に基づく 

認定事務等に係る取扱要領 

 

（趣旨） 

第１ この取扱要領は，建築物のエネルギーの消費性能の向上に関する法律（平

成２７年法律第５３号。以下「法」という。），建築物のエネルギー消費性

能の向上に関する法律施行令(平成２８年政令第８号。以下「政令」という。)

並びに建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則(平成２

８年国土交通省令第５号。以下「省令」という。)の施行に関し必要な事項

を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２ この要領における用語の意義は，法，政令及び省令の例による。 

 

（建築物エネルギー消費性能確保計画に添付する図書） 

第３ 省令第１条第１項の市長が必要と認める図書は，代理者により建築物エ

ネルギー消費性能確保計画を提出する場合における当該代理者に委任する

ことを証する書類(以下「委任状」という。)とする。 

 

 (建築物の建築に関する届出に添付する図書) 

第４ 省令第１２条第１項の規定により市長が必要と認める図書は，次の各号

に定める図書とする。 

一 代理者により届出を行う場合は，当該代理者に委任することを証する書類  

二 登録建築物エネルギー消費性能判定機関により建築物エネルギー消費性

能基準に適合することを証する技術的審査適合証が交付されている場合 

は，当該技術的審査適合証とする。 

三 住宅の品質の確保の促進等に関する法律(平成１１年法第８１号。以下「住

宅品質確保法」という。)第５条第１項に規定する登録住宅性能評価機関(以

下「登録住宅性能評価機関」という。)により建築物エネルギー消費性能基

準に適合することを証する技術的審査適合証が交付されている場合は，当該

技術的審査適合証とする。 

四 一般社団法人住宅性能評価・表示協会が運用する建築物省エネルギー性能

表示制度に基づく評価書（建築物全体について一次エネルギー消費量基準に

適合することを証するものに限る。また，住宅にあっては，これに加えて，

外皮基準に適合（共同住宅にあっては，各住戸が外皮基準に適合）すること



を証するものに限る。）が交付されている場合は，当該評価書とする。 

五 一般社団法人住宅性能評価・表示協会が運用する建築物省エネルギー性能

表示制度に基づく評価書（建築物全体について一次エネルギー消費量基準

に適合することを証するものに限る。また，住宅にあっては，これに加え

て，外皮基準に適合（共同住宅にあっては，各住戸が外皮基準に適合）す

ることを証するものに限る。）が交付されている場合は，当該評価書とする。

２ 省令第１２条第３項の市長が不要と認める図書は，前項第２号から第

５号までに掲げる図書のいずれかを市長に提出する場合における省令第１

条第１項の表の(い)欄に掲げる各種計算書とする。 

 

 (建築物エネルギー消費性能向上計画の認定の申請書に添付する図書) 

第５ 省令第２３条第１項の市長が必要と認める図書は，次の各号に定める図

書とする。 

 一 代理者により認定申請を行う場合は，当該代理者に委任することを証す

る書類 

 二 登録建築物エネルギー消費性能判定機関により法第３０条第１項各号に

掲げる基準に適合することを証する技術的審査適合証が交付されている場

合は，当該技術的審査適合証とする。 

 三 登録住宅性能評価機関により法第３０条第１項各号に掲げる基準に適合

することを証する技術的審査適合証が交付されている場合は，当該技術的

審査適合証とする。 

 四 住宅品質確保法第６条第１項の設計住宅性能評価書（断熱等性能等級が

等級４及び一次エネルギー消費量等級が等級５であることを証するものに

限る。ただし，法の施行の際現に存する住宅にあっては，一次エネルギー

消費量等級が等級４又は５であることを証するものに限る。）が交付されて

いる場合は，当該設計住宅性能評価書とする。 

２ 省令第２３条第３項の市長が不要と認める図書は，前項第二号から第四号

までに掲げる図書のいずれかを市長に提出する場合における省令第２３条

第１項の表の（い）項に掲げる各種計算書とする。 

３ 八千代市手数料条例（平成１２年３月２４日八千代市条例１４号）第２条(４

５)の建築物エネルギー消費性能確保計画に係る適合性判定手数料の「申請

に係る建築物エネルギー消費性能向上計画が，登録省エネ判定機関等によ

り法第３０条第１項各号に掲げる基準に適合していると認められたもので

ある場合」は，第１項第２号から第４号までに掲げる図書のいずれかを市

長に提出するものである場合とする。 

 



(建築物のエネルギー消費性能に係る認定の申請書に添付する図書) 

第６ 省令第３０条第１項の市長が必要と認める図書は，建築基準法第７条第

５項，第７条の２第５項若しくは第１８条第１８項に規定する検査済証の

写し又はこれらに代わる書類のほか，次の各号に定める図書とする。 

一 代理者により認定申請を行う場合は，当該代理者に委任することを証する

書類 

二 登録建築物エネルギー消費性能判定機関により建築物エネルギー消費性

能基準に適合することを証する技術的審査適合証が交付されている場合 

は，当該技術的審査適合証とする。 

三 登録住宅性能評価機関により建築物エネルギー消費性能基準に適合する

ことを証する技術的審査適合証が交付されている場合は，当該技術的審査適

合証とする。 

 四 法第１２条第６項の適合判定通知書が交付されている場合は，当該適合

判定通知書とする。 

 五 省令第２５条第２項の通知書が交付されている場合は，当該通知書とす

る。 

 六 都市の低炭素化の促進に関する法律施行規則（平成２４年国土交通省令

第８６号）第４３条第２項の通知書が交付されている場合は，当該通知書

とする。 

七 住宅品質確保法第６条第３項の建設住宅性能評価書（断熱等性能等級等 

級４及び一次エネルギー消費量等級が等級４又は５に適合することを証す 

るものに限る。ただし，法の施行の際現に存する住宅にあっては，一次エ  

ネルギー消費量等級の等級３，４又は５のいずれかに適合することを証す 

るものに限る。）が交付されている場合は，当該建設住宅性能評価書とする。 

２ 省令第３０条第３項の市長が不要と認める図書は，前項第２号から第７号

までに掲げる図書のいずれかを市長に提出する場合における省令第１条第

１項の表の（い）欄に掲げる各種計算書とする。 

３ 八千代市手数料条例（平成１２年３月２４日八千代市条例１４号）第２条(４

５)の建築物エネルギー消費性能確保計画に係る適合性判定手数料の「申請

に係る建築物が，登録建築物調査機関等により建築物エネルギー消費性能

基準に適合していると認められたものその他これに類するものである場

合」は，第１項第２号から第７号までに掲げる図書のいずれかを市長に提

出するものである場合とする。 

 

 

 



(確認の申出) 

第７ 法第３０条第２項（法第３１条第２項において準用する場合を含む。次

項において同じ。）の規定による申出をしようとする者は，建築基準法（昭

和２５年法律第２０１号）第６条第１項に規定する確認の申請書の正本及

び副本のほか，次の各号に掲げる場合の区分に応じ，当該各号に定めるも

のを建築主事に提出するものとする。 

一 申出に係る建築物エネルギー消費性能向上計画が，建築基準法第６条第１

項の規定による確認にあたり同法第６条の３第１項に規定する特定構造計

算基準又は特定増改築構造計算基準に適合するかどうかの審査を要するも

のである場合は，建築基準法第６条の３第７項の適合判定通知書とする。 

 二 建築基準法第９３条第１項の規定により消防長の同意を得る必要がある

場合は，建築基準法第６条第１項の確認申請書の副本とする。 

 

（建築物エネルギー消費性能確保計画の軽微な変更に関する説明書） 

第８ 省令第３条の規定による建築物エネルギー消費性能確保計画の軽微な変 

更に係る建築基準法施行規則(昭和２５年建設省令第４０号)第４条第１項 

第４号の書類は別記第１号様式とする。 

 

（建築物エネルギー消費性能確保計画の軽微な変更に関する証明書の交付） 

第９ 省令第１１条の軽微な変更に関する証明書の交付を求めようとする者は 

変更後の建築物エネルギー消費性確保計画に関する書類として，別記第２ 

号様式による申請書の正本及び副本に，それぞれ省令第１条第１項に規定す 

る図書を添えたもの及び当該計画の変更に係る直前の建築物エネルギー消 

費性能適合性判定に要した書類(変更に係る部分に限る。)を市長に提出す 

るものとする。 

２ 省令第１１条の軽微な変更に関する証明書は別記第３号様式によるものと 

する。 

３ 代理者によって第１項の申請をする場合にあっては，委任状を添えて申請 

するものとする。 

 

(建築物のエネルギー消費性能の確保のための構造及び設備に関する計画の 

軽微な変更届) 

第１０ 建築主は，届出をした建築物のエネルギー消費性能の確保のための構

造及び設備に関する計画の軽微な変更をしようとするときは，軽微な変更

届(別記第４号様式)に軽微な変更に必要な図書又は書面を添えて市長に届

け出るものとする。 



（建築物エネルギー消費性能向上計画の軽微な変更届） 

第１１ 認定建築主は，認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画の軽 

微な変更をしようとするときは，軽微な変更届（別記第５号様式）に当該 

認定通知書及び軽微な変更の説明に必要な図書又は書面を添えて市長に届 

け出るものとする。 

２ 市長は，前項の規定による届出を受けたときは，軽微な変更受理通知書（別 

記第６号様式）により認定建築主に通知するものとする。 

 

(建築物エネルギー消費性能向上計画の軽微な変更に関する証明書の交付） 

第１２ 省令第２９条の規定による建築物エネルギー消費性能向上計画の軽微 

な変更に関する証明書の交付を求めようとする者は，変更後の建築物エネル

ギー消費性能向上計画に関する書類として，別記第７号様式による申請書の

正本及び副本に，それぞれ省令第２３条第１項に規定する図書及び当該計画

の変更に係る直前の建築物エネルギー消費性能向上計画の認定に要した書

類（変更に係る部分に限る。）を市長に提出するものとする。 

２ 省令第２９条の規定による軽微な変更に関する証明書は，別記第８号様式

によるものとする。 

３ 代理者によって第１項の申請をする場合にあっては，委任状を添えて申請

するものとする。 

 

（名義変更届） 

第１３ 建築主は，適合性判定を受けた建築物エネルギー消費性能確保計画の 

建築が完了する前に建築主の名義に変更があったときは，変更前の建築主   

と変更後の建築主が連署して名義変更届(別記第９号様式)に当該認定通知 

書を添えて市長に届け出るものとする。 

２ 市長は，前項の規定による届出を受けたときは，名義変更受理通知書(別記

第１０号様式)により同項の変更後の建築主に通知するものとする。  

３ 認定建築主は，認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画の建築が

完了する前に認定建築主の名義に変更があったときは，変更前の認定建築

主と変更後の認定建築主とが連署して名義変更届（別記第１１号様式）に，

当該認定通知書を添えて市長に届け出るものとする。 

４ 市長は，前項の規定による届出を受けたときは，名義変更受理通知書（別 

記第１２号様式）により同項の変更後の認定建築主に通知するものとする。 

 

 

 



（取下げ届） 

第１４ 法第１２条第１項の規定による建築物エネルギー消費性能確保計画の 

適合性判定を申請した者は，当該申請を取り下げようとするときは，取下 

げ届（別記第１３号様式）を市長に提出するものとする。 

２ 法第１９条第１項の規定による建築物のエネルギー消費性能の確保のため 

の構造及び設備に関する計画の届出をした者は，当該届出を取り下げよう  

とするときは，取下げ届（別記第１４号様式）を市長に提出するものとす  

る。 

３ 法第２９条第１項の認定を申請した者又は法第３６条第１項の認定を申請 

した者は，市長が当該認定をする前に当該申請を取り下げようとするときは， 

取下げ届（別記第１５号様式）を市長に提出するものとする。 

 

（取りやめ届） 

第１５ 法第１２条第１項の規定による建築物エネルギー消費性能確保計画の

適合性判定を申請した者は，当該申請を取りやめようとするときは，取り

やめ届（別記第１６号様式）を市長に提出するものとする。 

２ 認定建築主は，認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画の建築を 

取りやめたときは，取りやめ届（別記第１７号様式）に当該通知書を添えて

市長に届け出るものとする。 

３ 前項の規定による届け出があったときは，認定取消通知書（別記第１８号 

様式）を交付するものとする。 

 

（報告書の提出） 

第１６ 法第１７条第１項，第２１条第１項，第３２条又は第３８条第１項の

規定による報告を求められた者は，別記１９号様式により市長に報告する

ものとする。 

 

附則 

（施行期日） 

この取扱要領は，平成２９年４月１日から施行する。 

 

附則 

（施行期日） 

この取扱要領は，令和２年４月１日から施行する。 

 

 



附則 

（施行期日） 

この取扱要領は，令和３年１月１５日から施行する。 


